
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ● 対象 ○ 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ● その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 436,094 4,539,050 419,457 438,921

事業費

の内訳

令和3年度決算

一般型（４０か所）：３５３，８６３千円
相談支援併設型（４か所）：３８，１５４千円
就労者支援型（３か所）：１９，４００千円
地域活動支援センター等運営強化推進業務の委託：６，６００千円

令和4年度予算

一般型（４３か所）：３７２，８０３千円
相談支援併設型（３か所）：２８，９３３千円
就労者支援型（３か所）：１９，４００千円
地域活動支援センター等運営強化推進業務の委託：６，６００千円

人工 0.2 0.2 0.2 0.2

人件費 1,440 1,440 1,440 1,440

事業費 434,654 4,537,610 418,017 437,481

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、札幌市障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律施行条例等

他都市の状況

多くの政令指定市で、同様の事業が実施されている。特に一般型は福岡市を除くすべての政令指定都市で実施さ
れており、補助金額についてはやや平均を下回っている。

実施結果

地域活動支援センターは、就労の有無に限らない、地域における障がい者の日中活動の場として、大きな役割を
果たしており、Ｒ３年度は４７か所に補助を行っている。また、地域活動支援センター等運営強化推進業務による各
センターの事務や経理状況に対する指導を行うことを通じて、支援の水準や内容が一定以上に達した事業所につ
いては、就労継続支援Ｂ型事業所等に移行することを促している。

事業実施における
工夫点

特になし

対象者 日中活動の場への参加を希望する障がい者等 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

障がい者が社会参加、一般就労するために利用する地域活動支援センターへの運営費補助等を行う。

長期

障がい者が地域で自立した生活ができるよう、日中活動の場を提供する。

取組内容

①在宅の障がい者が、創作的活動、生産活動、一般就労へ向けた支援等で利用する地域活動支援センターの運
営費を補助
②地域活動支援センター等の製品の販売促進や商品開発、運営への指導等により、運営の充実、適正化、健全
化等を図る
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
各センターの運営状況を精査して補助を交付しており、地域活動支援センター等運営強化推進業務を通じて
適切な運営等に関する指導を行っているため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

各センターが適切に運営されるよう現状の事業内容を継続する。

予算
予算規模はほぼ現状のまま推移する見込みである。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

特になし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

特になし

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

地域活動支援センターは、各事業者の創意工夫の下、障がいのある方の日中活動の場の確保に
取り組むべきものであり、補助による事業運営が妥当である。また、地域活動支援センター等運
営強化推進業務については、事業所の事務や経理、製品の品質向上といった点で指導が必要で
あり、ノウハウを有する民間団体へ委託することが妥当である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

地域活動支援センターは、就労系障害福祉サービス事業を利用できる状態に至っていない障が
い者の受け皿になっており、制度の隙間を補完する不可欠な事業となっている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

地域活動支援センターは、就労の有無に限らない、地域における障がい者の日中活動の場とし
て、大きな役割を果たしており、Ｒ３年度は４７か所に補助を行っている。また、地域活動支援セン
ター等運営強化推進業務による各センターの事務や経理状況に対する指導を行うことを通じて、
支援の水準や内容が一定以上に達した事業所については、就労継続支援Ｂ型事業所等に移行
することを促している。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

センターへの補助は、通所人数に応じた補助基本額以外に、さまざまな加算を設定しており、補
助額としては妥当な水準であると考える。また、地域活動支援センター等運営強化推進業務につ
いては、委託先の法人全体の収支状況を考慮して、行財政改革プランに基づき委託料の減額を
実施済みである。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

4か所 3か所

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

43か所

活動指標２

指標名 相談支援併設型箇所数（地域生活支援センターさっぽろを除く）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

4か所 4か所

活動指標１

指標名 一般型箇所数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

42か所 45か所 40か所


